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みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付申請書
　　　　　年度　みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業について、補助金の交付を受けたいので、みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
　なおこの申請書の審査に際し、税務所管課等への市税等の納入状況調査及び警察署への暴力団員又は関係者の照会等をされても異議ありません。
記
１　補助事業の名称（注）　　　　　　　　建築物撤去費補助事業
２　補助事業の目的及び内容
３　補助事業の完了予定期日
４　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　千円
５　交付申請額の算出方法等　　　別紙のとおり
６　代理受領制度　□利用する　  　□利用しない
７　設計方法    　□一般診断法　　□精密診断法
※住宅耐震改修費補助事業（木造住宅）又は住宅段階的耐震改修費補助事業の場合に、記載する
８　その他
（添付書類）
１．非木造住宅耐震診断費補助事業の場合 （別紙１－３適用通知書の写し）
２．住宅耐震改修費補助事業（木造住宅）の場合（別紙２－１事業計画書）
３．住宅耐震改修費補助事業（非木造）の場合（別紙３－３適用通知書の写し）
４．住宅段階的耐震改修費補助事業の場合（別紙４－１事業計画書）
５．木造住宅耐震シェルター整備費補助事業の場合（別紙５－１事業計画書）
６．建築物撤去費補助事業の場合（別紙６－１事業計画書）
７．コンクリートブロック塀等撤去費及びフェンス等設置費補助事業の場合（別紙７－１事業計画書）
８．民間住宅・建築物アスベスト含有調査等に関する事業の場合（別紙８－２適用通知書の写し）
９．民間住宅・建築物石綿改修事業の場合（別紙９－３適用通知書の写し）
（注）補助事業の名称は、みよし市住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付要綱第３条各号に掲げられている事業名を記入すること。
別紙６－１
建築物撤去工事　事業（変更）計画書
１　撤去建築物の概要
	所在地
	みよし市

	所有者氏名
	

	撤去建築物の借家の有無
	ア．有　　イ．無

	用途
	ア．一戸建ての住宅　イ．その他（　　　　　　　　）　　　　　　　　　　

	構造
	ア．木造　　イ．鉄骨造　　ウ．鉄筋コンクリート造
エ．鉄骨鉄筋コンクリート造　　　　　　　階建て

	床面積
	延べ床面積　　　　　　　　　　　㎡

	建築時期
	明治・大正・昭和　　　　　　年　　　　　月

	耐震診断実施機関等
	ア．市の無料耐震診断（　　　　　年実施）
イ．（一財）愛知県建築住宅センター

	耐震診断の判定値等
	

	補助要件の確認
	□申請対象建築物は次の１～３のいずれにも該当しません。
１　道路改良等の公共事業の補償対象である。
２　営利を目的とした土地の転売に伴う事業である。
３　みよし市 住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金交付要綱別表１に定める事業で他の補助金の交付を受けたことがあり、要綱第５条第２項に定める要件を満たさない。

	取り壊す建築物が公道にかかる場合

	前面道路から建築物
までの距離
	　　　　　　　　　　　ｍ

	前面道路に面する部分の
建築物の高さ
	　　　　　　　　　　　ｍ


２　撤去工事業者
	業者名
	

	事業所の住所
	

	事業所の電話番号
	


３　撤去工事費見積り額　※見積書の額と一致させてください。
	合計金額
	耐震診断を実施した部分の工事費（補助対象）
	その他部分の工事費
（補助対象外）

	円
	円
	円

	交付申請額
　　　　　　　　　　　円
補助対象額と限度額を比較して
少ない額
（1,000円未満の端数は切り捨て）
	＜限度額＞
・道路に面する建築物の高さが、
対象となる道路境界線までの
水平距離を超える場合　　　　・・・・・250,000円
・上記以外の場合　　　　　　　・・・・・200,000円


添付書類
（１）前年度の個人（法人）市民税及び固定資産税に係る納税証明書
（２）木造住宅耐震診断結果報告書等の写し
（３）建築物が表示された複写図（都市計画図1/2500）
（４）取り壊す建築物の写真
取り壊す建築物が公道に係る場合については、軒高及び対象道路からの住宅の間の距離がわかる写真、撮影場所を示した平面図
（５）見積書の写し（補助対象工事とその他の工事を分けたもので、施工業者の名称及び所在地の記載があるものに限る。）
（６）その他市長が必要と認めるもの

